
　�　「譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律」は、2025（令和7）年5月30日に成立し、同
年6月6日に公布された。従来、所有権留保には明文の規定がなかったが、この新法において所
有権留保に関する規律が整備されたことにより、今後は所有権留保を用いたクレジット取引に法
的安定性がもたらされることが期待される。
　�　規律の内容を従来の判例法理と比較すると、新法のもとでも従来の判例と概ね同じ帰結が導か
れる。ただし、たとえば「拡大された所有権留保」の対抗要件や他の担保権との優劣など、従来
の判例や多数説とは異なる規律が導入されているものもあり、実務的にも注意が必要である。ま
た、留保所有権の実行については、譲渡担保と同様に帰属清算・処分清算・動産競売が選択可能
となるほか、売買契約の解除もこれらと併存して利用可能とされているが、それぞれのメリッ
ト・デメリットを見極めてこれらをどのように使い分けるかが実務上の検討課題となろう。
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　「譲渡担保契約及び所有権留保契約に関する法律」は、2025（令和7）年5月30日に成立し、

同年6月6日に公布された（令和7年法律第56号。以下、本稿ではこの法律を「新法」とよぶ）。

新法は、一部の規定を除き、公布の日から起算して2年6月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行される1。

　これまで長きにわたって、所有権留保は譲渡担保とともに、明文規定のない非典型担保と

して判例法により規律されてきた。新法は、概ね従来の判例法理と同一の帰結を導くルール

を多く採用しているが、既存の判例を変更するルールや、まったく新しい内容のルールもあ

り、施行後はこれらにあわせた実務対応が必要になると考えられる。そこで本稿では、まず

新法の所有権留保に関するルールを確認した後に（Ⅱ．）、従来の判例において問題とされた

事案が新法でどのように規律されるようになるかを検討する（Ⅲ．）。

Ⅱ.　所有権留保に関する新法の内容

１.　所有権留保に関する規律の構造

　新法は112か条からなる大部の法律であり、「第1章　総則」「第2章　譲渡担保契約」「第3

章　所有権留保契約」「第4章　罰則」の4つの章で構成される。このうち所有権留保に関す

る規定が置かれているのは第3章であるが、この章にはわずかに3か条しかなく、動産譲渡担

保権に関する規定を包括的に準用するという規律の仕方がとられている（新法111条）。同趣

旨の規定の繰り返しを避ける意図であると思われるが、非常に読みにくい規定ぶりになって

いることは否めない。

　法制審議会担保法制部会（以下「部会」とよぶ）の資料によれば、所有権留保は、担保権

者に所有権が帰属するという形式を採りつつも担保取引としての実質を有し、動産を目的と

して非占有型の担保を実現するために用いられてきたという点で動産譲渡担保権と共通する

ため、両者を同様に扱うこととしたと説明されている2。動産譲渡担保権に関しては、後順位

の担保権設定が可能であること（新法7条）や物上代位が認められること（新法9条）など、

1 ��本稿執筆時点（2026年3⽉25⽇）では、施⾏⽇を定める政令はまだ制定されていない。
2 ��部会資料46・71⾴。

Ⅰ．はじめに
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担保としての実質を反映したルールが設けられているが、これらの規定は所有権留保にも準

用される。このような立法の方針が採用されたことにより、所有権留保の法的構成に関して

所有権的構成（売主が完全な所有権をもち、買主には物権的権利がないとみる構成）を採る

のは難しく、今後は担保的構成（所有権は買主に移転し、売主は制限物権としての担保権を

取得するとみる構成など）に立脚して所有権留保の仕組みを把握していくことになろう。

　なお、新法は不動産の所有権留保には適用されないが、不動産の性質に反しない限りで新

法の規定が類推適用されることはありうると考えられる。

２.　所有権留保に関する定義

　新法2条は「第1章　総則」に置かれている定義規定であるが、所有権留保に関しては「所

有権留保契約」「所有権留保動産」「留保所有権」「留保売主等」「留保買主等」の定義が設け

られている。

　「所有権留保契約」とは、次のいずれかに該当する契約をいう（新法2条16号）。①動産の

所有権を移転することを内容とする売買契約等であって、当該動産の代金の支払債務その他

の金銭債務を担保するため、その金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所

有権を当該動産の所有権を移転すべき者（≒売主）に留保する旨の定めのあるもの（同号イ）。

オーソドックスな2者間の所有権留保がこれに該当する（以下、本稿ではこれを「二者間所

有権留保」とよぶことがある）。②売買契約等の当事者のうち当該売買契約等の目的である動

産の所有権の移転を受けるべき者（≒買主）が、第三者に対し、当該動産の所有権を移転す

べき者（≒売主）に対する当該動産の代金その他の金銭の支払を委託し、当該者（≒売主）が、

その支払を受けたときに、当該金銭の償還債務その他の金銭債務の担保として、当該第三者

に当該動産の所有権を取得させることを約する契約であって、その金銭債務の全部の履行が

されるまでの間は、当該動産の所有権を当該第三者に留保する旨の定めのあるもの（同号ロ）。

ややわかりにくい定義だが、これは信販会社が介在する三者間の所有権留保（最判平22・6・

4民集64巻4号1107頁、最判平29・12・7民集71巻10号1925頁参照）を指している（以下、

本稿ではこれを「三者間所有権留保」とよぶことがある）。なお、①②ともに、抵当権の目的

とすることができる動産はここでいう「動産」から除かれるが、農業用動産と登録自動車3は

例外的にここでいう「動産」に含められているため、これらを目的とする所有権留保も新法

の適用を受けることになる。

3 ��厳密にいうと、⼤型特殊⾃動⾞で建設機械抵当法2条に規定する建設機械であるものは、ここでいう「動産」
から除かれる（新法2条1号イ（2）参照）。
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　所有権留保契約の目的である動産を「所有権留保動産」という（同条17号）。所有権留保

動産の所有権を留保する者（二者間所有権留保では売主、三者間所有権留保では信販会社）が、

所有権留保契約に基づいて、所有権留保動産について有する権利は「留保所有権」とよばれ

る（同条18号）。

　「留保売主等」は留保所有権を有する者をいい（同条19号）、「留保買主等」は被担保債権

が完済された場合に所有権留保動産の所有権の移転を受ける者をいう（同条20号）。その語

感とは異なり、「留保売主等」には、二者間所有権留保における売主のみならず、三者間所有

権留保における信販会社も含まれる。また、所有権留保契約の当事者である買主が、所有権

留保動産について有する権利を他の者に譲渡した場合は、その権利を現に有する者が「留保

買主等」となる。

３.　所有権留保の対抗要件・他の担保権との優劣

（1）所有権留保の対抗要件

　所有権留保は、所有権留保動産の代金債務（二者間所有権留保の場合）・代金債務の立替払

により生じた償還債務（三者間所有権留保の場合）のみを担保する場合と、それ以外の債務

をも担保する場合とがある。前者は「狭義の所有権留保」、後者は「拡大された所有権留保」

とよばれることがあり、これらは次に述べるとおり、対抗要件や他の担保権との競合に関し

てそれぞれ異なる規律に服する。

　所有権の移転を留保するという法形式のとおりに考えれば、所有権留保は物権変動を生じ

させないので、対抗要件を備える必要もないということになりそうである。これは現在の多

数説でもある4。これに対し、新法は従来の多数説と異なり、所有権留保を第三者に対抗するた

めには原則として留保買主等から留保売主等への引渡しが必要であるとした（新法109条1項）。

これは、公示のない担保権に対抗力を認めるのは妥当でないという実質的考慮に基づくルー

ルであるが、理論的には、所有権留保付き売買においても目的動産の所有権は留保買主等に

移転し、そのうえで留保買主等から留保売主等に対して留保所有権という担保物権が設定さ

れる（これについて対抗要件の具備が求められる）と分析することができよう。

　所有権留保では留保買主等が目的物を使用・収益するのが通常であり、対抗要件としての

引渡しは占有改定で行われることが多いと考えられる（ただし、後述のとおり、この場合に

は占有改定以外の方法で引渡しを受けることにより対抗要件を備えた競合担保権に劣後す

4 ��道垣内弘⼈『担保物権法〔第4版〕』（有斐閣、2017）368⾴、松岡久和『担保物権法』（⽇本評論社、2017）
379⾴、古積健三郎『担保物権法』（弘⽂堂、2020）215⾴など。
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る）。また、今般の改正に伴って動産・債権譲渡特例法（動産及び債権の譲渡の対抗要件に関

する民法の特例等に関する法律）に所有権留保登記の規定が新設されたので（同法13条の2

第1項）、留保買主等が法人である場合は、この登記をすることによって対抗要件を備えるこ

ともできる（同法3条1項）。

　以上が原則であるが、「狭義の所有権留保」については特則が設けられている。すなわち、

所有権留保動産の代金債務（二者間所有権留保の場合）・代金債務の立替払により生じた償還

債務（三者間所有権留保の場合）のみを担保する所有権留保は、所有権留保動産の引渡しが

なくても第三者に対抗することができる（新法109条2項）5。これは、留保買主等の財産の増価

に直接寄与している留保売主等を特に強く保護する趣旨のルールである。ただし、登記・登

録が対抗要件とされている動産にはこの特則は適用されない（同項柱書括弧書）。

（2）他の担保権との競合

　留保所有権と他の担保権（動産譲渡担保権・動産質権・企業価値担保権）が競合した場合

には、代金債務（二者間所有権留保の場合）・代金債務の立替払により生じた償還債務（三者

間所有権留保の場合）を担保する限度においては、対抗要件具備の先後にかかわらず留保所

有権が優先する（牽連性担保権優先ルール。新法111条1項・37条本文）。「狭義の所有権留保」

の場合はこのルールが全面的に適用され、留保売主等は被担保債権の全部について他の担保

権者に優先して所有権留保動産から弁済を受けることができる。

　「拡大された所有権留保」の場合は、上記の代金債務・立替金償還債務を担保する限度を超

える部分については牽連性担保権優先ルールは適用されず、留保所有権は動産譲渡担保権と

同列の扱いを受ける。たとえば、同一の動産について動産譲渡担保権と留保所有権とが競合

する場合は、これを同一の動産について複数の動産譲渡担保権が互いに競合する場合とみな

し、引渡しの先後によってその優劣が決せられる（新法111条3項・32条）。占有改定で引渡

しを受けることにより対抗要件を備えた動産譲渡担保権は公示が乏しいため、占有改定以外

の方法で引渡しを受けることにより対抗要件を備えた競合担保権に劣後するとされているが

（占有改定劣後ルール。新法36条1項）、このルールは留保所有権にも適用される（新法111

条3項）。

４.　留保売主等・留保買主等の処分権限

　注意を要するのは、留保売主等および留保買主等による処分の可否である。まず、留保売

5 ��もっとも、「狭義の所有権留保」といえるかどうかが微妙なケースも考えられる。部会では、三者間所有権
留保において、被担保債権に信販会社の⼿数料債権が含まれている場合でも、この⼿数料が利息に相当す
るものであれば、なお狭義の所有権留保として扱ってよいとの考え⽅が⽰されていた（部会資料5・7⾴）。
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主等については、後述する実行手続によらなければ、所有権留保動産を譲渡することができ

ない（新法111条1項・5条）。留保売主等が被担保債権の不履行前に所有権留保動産を譲渡

することは二重譲渡そのものである（したがって対抗要件の先後で優劣を決すればよく、留

保売主等による譲渡ができないとする必要はない）との見方もありうる6が、留保売主等は被

担保債権の不履行が生じた場合に目的動産からその満足を得ることができれば足りるのであ

って、不履行が生じる前に目的動産を譲渡することを認める必要はないため、このようなル

ールが採用されるに至った7。

　これに対し、留保買主等は、その有する所有権留保動産についての権利を第三者に譲渡す

ることができる（新法111条1項・6条）。ここで、「その有する所有権留保動産についての権利」

が具体的に何であるかは解釈に委ねられている。担保的構成によれば、所有権留保動産の所

有権は留保買主等に移転したうえで、留保買主等から留保売主等に対して留保所有権が設定

されると考えられるので、留保買主等から譲渡を受けた第三者が取得する権利は、留保所有

権の負担が付いた所有権留保動産の所有権ということになるであろう。

　留保買主等の処分権限（より一般的には動産担保権設定者の処分権限）については、部会

での議論に紆余曲折があった。すなわち、中間試案の段階では、動産担保権の設定者が担保

権者の同意なく目的物を（担保権を存続させたままで）真正に譲渡することができるかにつ

いて、「譲渡することができるものとする」という案と「譲渡することはできないものとする」

という案が併記されていた。また、動産担保権一般について前者（譲渡可）の案を採る場合

でも、所有権留保については後者（譲渡不可）の案を採るという考え方も注記されていた8。

それが、中間試案後の部会では、真正譲渡を認めると目的動産の管理が困難になるなどの理

由により、いったんは譲渡不可の案が提示された9。ところがこれに対しては、設定者は目的

動産について使用収益権限などの権利を有しており、その譲渡を一律に無効とすることは過

剰であるとの異論が提起された10。そこで、立案担当者は動産譲渡担保権については譲渡可と

6  ��部会資料2・15⾴注39参照。
7  ��部会資料12・8⾴、部会資料37-3・4⾴参照。
8  ��「担保法制の⾒直しに関する中間試案」3〜4⾴。
9  ��部会資料28・5⾴。藤澤治奈「判例研究（東京地判令2・9・29）」私法判例リマークス67号（2023）13⾴は、
この部会での議論を紹介したうえで、動産担保の場合には「担保⽬的物の所在の把握に⽀障を⽣じさせる
などの担保権の実⾏を困難ならしめる⾏為」が担保権侵害に当たるという考え⽅を析出する。

10 ��部会資料32・23⾴。この部会資料では、本⽂記載の批判を受け、担保権者の承諾なくされた譲渡も当事者
間では有効としつつも、担保権者にはその効⼒を対抗することができないとする提案が⾏われた。また、
部会資料33・4〜5⾴では、原則として設定者による真正譲渡は可能であるとしつつも、担保権者と設定者
の合意により譲渡不可とすることができるとする案が⽰された。
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する提案に転じたが 11、「狭義の所有権留保」については、代金債務の完済まで所有権が留保

買主等に移転しないとの理解（≒所有権的構成）に基づき、留保買主等による処分を不可と

する案がひとまず維持された12。しかし、最終的には「狭義の所有権留保」についても担保的

構成を採ることに決したため13、留保買主等についても動産譲渡担保権の設定者と同様に、譲

渡可の案が採用されることになった。

５.　所有権留保の実行・倒産手続との関係

（1）所有権留保の実行

　所有権留保の実行についても、動産譲渡担保権の規定が準用されている（新法111条1項・

60条以下）。すなわち、留保売主等は、帰属清算・処分清算のいずれかの方法によって私的

実行を行うことができるほか、民事執行法に基づく動産競売の申立てを行うこともできる。

ただし、通常は帰属清算の方法が採られることが多いであろう。

　私的実行を行う場合には、留保売主等は清算義務を負う。すなわち、留保売主等は、所有

権留保動産の価額が被担保債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭を留保買主等

に支払わなければならない（新法111条1項・60条4項・61条5項）。留保買主等は、清算金

の支払があるまでは、同時履行の抗弁や留置権に基づいて所有権留保動産の引渡しを拒むこ

とができる（新法111条1項・60条5～6項・61条6～7項）。もっとも、所有権留保では所有

権留保動産の価額と被担保債権の額が見合っている場合が多いことに加えて、動産の価値は

使用や経年により急速に下落するので、清算金支払義務が生じることはあまりないと考えら

れる。しかしそうであっても、留保売主等は所有権留保動産の見積価額およびその算定根拠

などを留保買主等に示さなければならない（新法111条1項・60条1項・61条2項）。これは

従来の実務では行われていないようだが、この義務を新たに留保売主等に課しても、その負

担はそれほど重いものではないと考えられた14。

　なお、所有権留保の実行と解除との関係については従来から議論があり、留保売主による

目的物の返還請求を根拠づけるためには、売買契約を解除して買主の占有権原を失わせる必

要があるとする見解がある一方で、所有権留保の担保としての実質を重視し、被担保債権の

不履行があれば解除することなく実行することができてよいとする見解もあった。新法は解

11 ��部会資料37-1・5⾴。
12 ��部会資料37-3・4 ⾴。これに対し、「拡⼤された所有権留保」については、動産譲渡担保権と同様の扱いと
する旨の提案がされていた（同8⾴）。

13 ��部会資料46・70⾴。
14 ��「担保法制の⾒直しに関する中間試案の補⾜説明」123⾴。
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除の要否について特に規定を置いていないが、これは実行と解除を異なる制度として併存さ

せる趣旨であるとみられる。したがって、被担保債権の不履行があれば、留保売主等は留保

所有権の実行と売買契約の解除のいずれを選択することもできることになる。両者の違いと

しては、①解除を選択した場合は留保買主等に対して受領済みの代金を返還しなければなら

ないのに対し、実行を選択した場合は清算金が生じない限り留保売主等が支払をする必要は

ない、②契約締結後に所有権留保動産の価額が上昇した場合には、解除を選択すれば清算金

を支払う必要はないのに対し、実行を選択すれば清算金が発生する可能性がある、③倒産手

続において、解除によって目的物の返還を求めることは制約される可能性があるのに対し、

留保所有権の実行は別除権の行使として規律される、などの点が挙げられている15。

（2）留保買主等の倒産時の処遇 

　留保買主等が倒産した場合において、留保所有権は質権と同様の扱いとされ、破産・民事

再生手続では別除権として、会社更生手続では更生担保権として処遇される（新法111条1項・

97条）。

　上記（1）でみたとおり、売買契約の解除は所有権留保の実行とは異なる制度として位置づ

けられているが、留保買主等について再生手続・更生手続の開始の申立てがされたときや、

これらの手続の開始原因となる事実が生じたときに、所有権留保契約が当然に解除されると

したり、留保売主等に所有権留保契約の解除権が付与されるとしたりする特約（倒産解除特

約）は、無効とされる（新法110条）。これらの再建型の倒産手続では担保権の行使を制限す

るルール（担保権実行中止命令など）が設けられているが、倒産解除特約の効力を認めると、

これらの倒産手続が開始する前に所有権留保契約を解除することによって留保売主等が完全

な所有権を回復し、留保所有権の行使を制限することができなくなるおそれがあるため、こ

の規定が設けられた。これは、「買主たる株式会社に更生手続開始の申立の原因となるべき事

実が生じたことを売買契約解除の事由とする旨の特約は、債権者、株主その他の利害関係人

の利害を調整しつつ窮境にある株式会社の事業の維持更生を図ろうとする会社更生手続の趣

旨、目的……を害するものであるから、その効力を肯認しえない」とした判例（最判昭57・3・

30民集36巻3号484頁）を踏襲したものである。なお、破産手続との関係で倒産解除特約を

無効とすべきかについては賛否が分かれており、判例もないため、これについては解釈に委

ねることとされた。

15 ��「担保法制の⾒直しに関する中間試案の補⾜説明」124〜125⾴。
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Ⅲ.　新法と従来の判例との関係

１.　対抗要件の要否

　前掲最判平22・6・4は、自動車の購入者から委託されて販売会社に売買代金の立替払をし

た信販会社が、販売会社に留保されている当該自動車の所有権を信販会社に移転させ、購入

者が立替金および手数料の支払債務を完済するまでこれを留保する旨の合意をしていた場合

において、購入者に再生手続が開始した時点で当該自動車につき信販会社を所有者とする登

録がされていないときは、信販会社が留保所有権を別除権として行使することはできないと

した。前述のとおり、従来の多数説は、所有権留保は物権変動を生じさせないので対抗要件

を備える必要はないと解してきたが、所有権留保に対抗要件を要求しているとも思われるこ

の判例をいかに理解するかについては、様々な見方があった。

　新法のもとでは、「狭義の所有権留保」と「拡大された所有権留保」のいずれに該当するかに

よって対抗要件の要否が分かれるというのが一般的なルールである。すなわち、代金債務の立

替払により生じた償還債務のみを担保する「狭義の所有権留保」であれば、所有権留保動産の

引渡しがなくても第三者に対抗することができる（新法109条2項）。他方で、それ以外の債権

も担保する「拡大された所有権留保」の場合は、留保買主等から留保売主等への引渡しをしな

ければ第三者に対抗することができない（同条1項）。前掲最判平22・6・4の事案では、手数料

の支払債務が被担保債権に含まれており、後者の類型に属するようにも思われるが、手数料を

利息と同視することができれば、前者の類型とみる余地もある（前掲注5参照）。もっとも、自

動車は登録が対抗要件とされている動産であり、新法109条2項の適用を受けない（同項柱書括

弧書）。したがって、いずれにせよ信販会社は、被担保債権の範囲いかんにかかわらず、自己名

義の登録をしない限りは自動車の所有権留保を第三者に対抗することができず、購入者の再生

手続においても留保所有権を別除権として行使することはできない（＝前掲最判平22・6・4と

同じ結論）ということになろう。

　なお、前掲最判平29・12・7は、自動車の購入者と販売会社との間で、当該自動車の所有

権が売買代金債権を担保するため販売会社に留保される旨の合意がされ、売買代金債務を保

証していた信販会社が販売会社に対し保証債務の履行として売買代金残額を支払ったという

事案において、購入者の破産手続が開始した時点で当該自動車につき販売会社を所有者とす

る登録がされているときは、信販会社は弁済による代位（法定代位）に基づいて留保所有権

を取得し、これを別除権として行使することができるとした。これと同様の事案が新法のも
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とでどう扱われるかも問題であるが、部会資料によれば、新法はこのような法定代位につい

て規律しておらず、この点の実務に変更を生じさせるものではないとされている16。上記のと

おり、自動車の所有権留保に新法109条2項が適用されないことからすれば、信販会社は、新

法施行後も引き続きこの判例に依拠し、販売会社名義の登録で対抗要件を備えた留保所有権

を法定代位により取得するという構成を採ることが予想される。

２.　集合動産譲渡担保との優劣

　最判平30・12・7民集72巻6号1044頁は、金属スクラップ等の継続的な売買契約において

目的物の所有権が売買代金の完済まで売主に留保される旨が定められた場合に、買主が保管

する金属スクラップ等を含む在庫製品等について集合動産譲渡担保権の設定を受けた者が、

売買代金が完済されていない金属スクラップ等について売主に譲渡担保権を主張することは

できないとされた事例である。この判例は、売買代金が完済されるまでは目的物の所有権は

売主から買主に移転しないことを理由に、所有権留保と集合動産譲渡担保との競合それ自体

が生じないと解している（したがって所有権留保の対抗要件も問題とされていない）点で、

所有権的構成に親和的であるとされてきた。

　クレジット取引においても、譲渡担保が設定された集合物の範囲内に、所有権留保付きで

譲渡担保設定者が購入した動産が加入するという事態は生じうる。所有権留保について担保

的構成を採る新法では、この問題の解決は次のとおりとなろう。

　まず、「狭義の所有権留保」（この判例の事案もこれに該当すると思われる）の場合は、所

有権留保動産の引渡しがなくても第三者に対抗することができる（新法109条2項）。さらに、

牽連性担保権優先ルールも適用され、被担保債権の全額について留保所有権が集合動産譲渡

担保権に優先する（新法111条3項・37条本文）。したがって、新法のもとでも結論はこの判

例とほぼ同じになると考えられる。17

　これに対し、「拡大された所有権留保」の場合は、留保買主等から留保売主等への引渡しを

しなければ集合動産譲渡担保権者に対抗することができない（新法109条1項）。この引渡し

16 ��部会資料46・71⾴。
17 ���厳密にいえば、新法の規律は従来の判例の立場と異なる帰結を導く可能性がある。すなわち、前掲最判平
30・12・7が前提とする所有権的構成によれば、所有権留保付きで売買された動産が集合物の範囲内に加入
した場合でも、集合動産譲渡担保権者はこの動産について譲渡担保権を取得することができない。これに
対して新法のもとでは、所有権留保動産が動産特定範囲に加入すれば、集合動産譲渡担保権者はこの動産
について動産譲渡担保権を取得する。「狭義の所有権留保」の場合には、牽連性担保権優先ルールにより、
集合動産譲渡担保権者は留保売主等に劣後するが、当該動産の価値が大きければ、集合動産譲渡担保権者
も後順位で優先弁済を受けられる可能性がある。
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がされていれば、留保所有権が代金債務を担保する限度においては牽連性担保権優先ルール

が適用され、留保所有権が集合動産譲渡担保権に優先するが、これを超える部分については

対抗要件具備の先後によって優劣が決せられる（新法111条3項・32条）18。ただし、占有改定

劣後ルールも適用されるので、たとえば集合動産譲渡担保権が占有改定によって対抗要件を

備えている場合には、留保売主等は所有権留保登記を備えることにより、集合動産譲渡担保

権に優先する（新法111条3項・36条1項）。

３.　留保買主等による処分

　最判昭50・2・28民集29巻2号193頁は、自動車のディーラーからサブディーラーへ所有権

留保付きで自動車が売買されたが、サブディーラーがディーラーに対する代金債務の支払を

怠ったため、ディーラーが、サブディーラーとの売買契約を解除したうえで、サブディーラ

ーから当該自動車を購入したユーザーに対し、留保所有権に基づいてその引渡しを求めた事

件である。最高裁は、ディーラー・サブディーラー間の協力関係や、ユーザーの代金完済な

どの事情がある当該事案のもとでは、ディーラーの引渡請求は権利濫用であり許されないと

した。しかし、これはユーザーに自動車の所有権を認めるものではない。そこで学説では、

ディーラーからサブディーラーに対する転売授権があったとして、ユーザーが完全な所有権

を取得することを根拠づける見解も主張されている。

　新法では、留保買主等はその有する所有権留保動産についての権利を第三者に譲渡するこ

とができるとされている（同111条1項・6条）。ただし、所有権留保動産には留保売主等が

有する留保所有権の負担が付いているから、留保買主等から譲渡を受けた第三者は、この規

定によっても当該動産の完全な所有権を取得することはできない（登録自動車の場合は即時

取得の可能性もない）。したがって、新法のもとでも、第三者による完全な所有権の取得を根

拠づけるためには、従来と同様に転売授権などの法的構成が必要となろう。

４.　留保売主等の撤去義務・不法行為責任

　最判平21・3・10民集63巻3号385頁は、土地の所有者が、三者間所有権留保により自動車

の留保所有権を取得した信販会社に対し、当該自動車が当該土地上に存在しその土地所有権

の行使を妨害しているとして、当該自動車の撤去と不法行為に基づく損害賠償を求めた事案

18 ���集合動産譲渡担保権の対抗要件については特例が設けられており、集合動産譲渡担保権者が「動産特定範囲」に
属する動産の全部の引渡しを受けたときは、当該動産特定範囲に将来において属する動産についても対抗要件を備え
たものとされる（新法41条1項）。これにより、従来の判例（最判昭62・11・10⺠集41巻8号1559⾴）と同様に、集合動
産譲渡担保権者は設定者が将来取得する動産についてもあらかじめ譲渡担保権の対抗要件を具備することができる。
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である。最高裁は、「留保所有権者は、残債務弁済期が到来するまでは、当該動産が第三者の

土地上に存在して第三者の土地所有権の行使を妨害しているとしても、特段の事情がない限

り、当該動産の撤去義務や不法行為責任を負うことはないが、残債務弁済期が経過した後は、

留保所有権が担保権の性質を有するからといって上記撤去義務や不法行為責任を免れること

はない」と判示した。その理由として、「留保所有権者が有する留保所有権は、原則として、

残債務弁済期が到来するまでは、当該動産の交換価値を把握するにとどまるが、残債務弁済

期の経過後は、当該動産を占有し、処分することができる権能を有するものと解されるから

である」とされており、学説ではこれは担保的構成に親和的な判例とみられている。

　新法には留保売主等の撤去義務および不法行為責任に関する規定はない。この判決におい

て最高裁が示した理由は、担保的構成に立脚する新法のもとでも妥当するため、この判決は

新法の施行後も判例法理としての意義を保ち続けるものと考えられる。

Ⅳ.　おわりに

　従来、所有権留保には明文の規定がなかったが、新法において所有権留保に関する規律が整備

されたことにより、今後は所有権留保を用いたクレジット取引に法的安定性がもたらされること

が期待される。規律の内容を従来の判例法理と比較すると、法的構成はともかくとして、新法の

もとでも従来の判例と概ね同じ帰結が導かれる。ただし、たとえば「拡大された所有権留保」の

対抗要件や他の担保権との優劣など、従来の判例や多数説とは異なる規律が導入されているもの

もあり、実務的にも注意が必要である。また、留保所有権の実行については、譲渡担保と同様に

帰属清算・処分清算・動産競売が選択可能となるほか、売買契約の解除もこれらと併存して利用

可能とされているが、それぞれのメリット・デメリットを見極めてこれらをどのように使い分け

るかが実務上の検討課題となろう。
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